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計理論 (positive accounting theory) の枠組みに依拠し、わが国の会計制度ならびに株式持合い・メインバンク制と
いったわが国企業のガパナンス構造の特性をも考慮、したうえで、実証的に検証がなされている。
































「実証会計理論J がわが国に普及し始めてほぼ 10 年を経過するが、企業ガバナンス構造の観点から経営者の会計
行動を分析した成果はほとんど見当たらない。本論文は、利害調整のために会計数値が用いられている個々の局面で
はなく、それらを統合した仕組みと考えられる企業ガパナンス構造の観点から、経営者の会計行動の分析がなされる
べきであるとの立場を明確に打ち出すとともに、これまでその固有性が指摘されてきたわが国企業のガバナンス構造
を踏まえた経営者の裁量的会計行動を示唆する証拠を得ることに成功している。ただ、本論文で取り上げられた調
査・検証は極めて限られたものであり、近年のわが国におけるガパナンス構造・会計制度の改正を踏まえた分析とい
った点も含め、今後より包括的な研究が望まれるが、ガパナンス構造に着目するとともに、様々な工夫を凝らし、経
営者の会計行動を明らかにした点は重要であり、博士(経済学)に十分値するものと判断する。
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